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参考資料１ 

自然公園の定義 

項 目 国立公園 国定公園 都道府県立自然公園 

指定する者 環境大臣 環境大臣 都道府県知事 

指定の要件 同一の風景型式中、我が国

の景観を代表すると共に、

世界的にも誇りうる傑出

した自然の風景であるこ

と 

国立公園の景観に準ずる

傑出した自然の大風景で

あること 

都道府県の風景を代表す

る傑出した自然の風景で

あること 

根拠となる 

法律 

自然公園法 自然公園法 都道府県条例 

行政的管理 

責任者 

環境省 都道府県 都道府県 

 

資料：「国立公園 国立・国定・都道府県立自然公園の違い」（環境省ホームページ） 

   http://www.env.go.jp/park/system/teigi.html 
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参考資料２（１） 

国立公園・国定公園における行為規制の種類 

許可申請 地種区分 行為の種類 処分権者 

許可を 

要する 

行為 

特別地域 

 

（自然公園法

第 20 条第３

項） 

①工作物の新築、改築、増築 

②木竹の伐採 

③指定地域での木竹の損傷 

④鉱物や土石の採取 

⑤河川、湖沼の水位・水量の増減 

⑥指定湖沼への汚水の排出等 

⑦広告物の設置等 

⑧指定する物の集積又は貯蔵 

⑨水面の埋立等 

⑩土地の形状変更 

⑪指定植物の採取等 

⑫指定区域での指定植物の植栽・播種

⑬指定動物の捕獲等 

⑭指定区域での指定動物の放出 

⑮屋根、壁面等の色彩の変更 

⑯指定する区域内への立入り 

⑰指定区域での車馬等の乗り入れ 

⑱政令で定める行為 

国立公園→ 

環境大臣又は地方環境事務所

長（政令で定める一部の行為

については、政令で定める知

事が法定受託事務として行

う） 

 

国定公園→ 

都道府県知事 

許可を 

要する 

行為 

（つづき） 

特別保護地区 

 

（自然公園法

第 21 条第３

項） 

①特別地域の行為（①②④⑤⑥⑦⑨⑩

⑮⑯）に加え 

②木竹の損傷 

③木竹の植栽 

④動物の放出（家畜の放牧を含む） 

⑤物の集積又は貯蔵 

⑥火入れ、たき火 

⑦木竹以外の植物の採取等 

⑧木竹以外の植物の植栽・植物の播種

⑨動物の捕獲等 

⑩車馬等の乗り入れ 

⑪政令で定める行為 

国立公園→ 

環境大臣又は地方環境事務所

長 

 

国定公園→ 

都道府県知事 

海域公園地区 

 

（自然公園法

第 22 条第３

項） 

①特別地域の行為（①④⑦）に加え 

②指定区域での指定動植物の捕獲等 

③海面の埋立等 

④海底の形状変更 

⑤物の係留 

⑥汚水の排出等 

⑦指定区域での指定期間内の動力船の

使用 

⑧政令で定める行為 

国立公園→ 

環境大臣又は地方環境事務所

長（政令で定める一部の行為

については、政令で定める知

事が法定受託事務として行

う） 

 

国定公園→ 

都道府県知事 

 

資料：「2014 自然公園の手びき」（平成 26 年３月、一般財団法人自然公園財団） 
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参考資料２（２） 

国立公園・国定公園における行為規制の種類（つづき） 

 

許可申請 地種区分 行為の種類 処分権者 

届出を 

要する 

行為 

特別地域 

（事後） 

①特別地域の指定時における既着手行

為 

②非常災害のために必要な応急措置 

国立公園→ 

地方環境事務所長 

 

国定公園→ 

都道府県知事 
特別地域 

（事前） 

③木竹の植栽、家畜の放牧（許可を要

する行為の⑫又は⑭を除く） 

特別保護地区 

海域公園地区 

（事後） 

①特別保護地区、海域公園地区の指定

時における既着手行為 

②非常災害のために必要な応急措置 

普通地域 

（事前） 

 

（自然公園法

第 33 条第１

項） 

①大規模な工作物の新築、改築、増築

②特別地域内の河川、湖沼の水位・水

量の増減 

③広告物の設置等 

④水面の埋立等 

⑤鉱物や土石の採取（海域では※のみ）

⑥土地の形状変更 

⑦海底の形状変更※ 

 ※海域公園地区周辺での行為に限る

国立公園→ 

地方環境事務所長（政令で定

める一部の行為については、

政令で定める知事が法定受託

事務として行う） 

 

国定公園→ 

都道府県知事 

 

資料：「2014 自然公園の手びき」（平成 26 年３月、一般財団法人自然公園財団） 
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参考資料３ 

自然公園法の改正について（平成 22 年４月１日施行） 

１．改正の趣旨 

自然公園制度は、我が国の豊かな自然を代表する傑出した風景地である国立公園等を指定し、

自然環境の保全を目的とする他の関係制度と密接に連携しつつ、自然環境を体系的に保全するこ

とにより、生物の多様性の確保に寄与しています。 

平成 20 年６月には、豊かな生物の多様性を保全し、その恵沢を将来にわたって享受できる「自

然と共生する社会」の実現を図る生物多様性基本法が制定されるなど、生物の多様性に対する国

民的な関心が高まってきています。 

このような状況を踏まえ、国立公園等における保全対策の強化等を図り、より積極的に生物の

多様性の確保に寄与するため、「自然公園法及び自然環境保全法の一部を改正する法律案」が平成

21 年３月３日に閣議決定され、国会審議を経て同年６月３日に公布されました。 

改正された自然公園法は平成 22 年４月１日より施行されています。 

２．自然公園法の改正の概要 

（１）目的の改正 

法の目的に「生物の多様性の確保に寄与すること」を追加しました。 

（２）海域における保全施策の充実 

海中の景観を維持するための海中公園地区を、海域公園地区に改めるとともに、当該地区内で

環境大臣が指定する区域及び期間内における動力船の使用等について、許可を要する行為に追加

しました。また、国立公園等の海域内においても、利用調整地区を指定できることとしました。

（３）生態系維持回復事業の創設 

国立公園等における生態系の維持又は回復を図るため、国等が生態系維持回復事業計画を作成

し、これに従って生態系維持回復事業を行うとともに、国等の公的主体以外の者についても、環

境大臣等の認定を受けて、自然公園法上の許可等を要しないで当該事業を行うことができること

としました。 

（４）特別地域等における行為規制の追加 

国立公園等の特別地域において環境大臣等の許可を要する行為として、一定の区域内での木竹

の損傷、本来の生息地以外への動植物の放出等を追加しました。 

（５）その他 

公園事業の執行に関する規定についての罰則の追加その他所要の規定の整備を行いました。 
 

資料：環境省ホームページ http://www.env.go.jp/nature/np/law/kaisei201004.html 
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参考資料４ 

生物多様性国家戦略 2012-2020 

 

p.47 

 

 
 

p.87 

 

 
 

p.121 

 

 
 

資料：「生物多様性国家戦略 2012-2020」（平成 24 年９月） 

   http://www.biodic.go.jp/biodiversity/about/initiatives/files/2012-2020/01_honbun.pdf 
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参考資料５ 

再生可能エネルギー固定価格買取制度導入の背景 

 
 

資料：「平成 23 年度エネルギーに関する年次報告（エネルギー白書 2012）HTML 版」（経済産業省資源エネル

ギー庁ホームページ） 

   http://www.enecho.meti.go.jp/about/whitepaper/2012html/1-2-4.html 
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参考資料６（１） 

固定価格買取制度（平成 24 年７月開始）の概要 

 
資料：「再生可能エネルギー固定価格買取制度ガイドブック」（経済産業省資源エネルギー庁） 
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参考資料６（２） 

固定価格買取制度（平成 24 年７月開始）の概要（つづき） 

 
資料：「再生可能エネルギー固定価格買取制度ガイドブック」（経済産業省資源エネルギー庁） 
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参考資料６（３） 

固定価格買取制度（平成 24 年７月開始）の概要（つづき） 

 
資料：「再生可能エネルギー固定価格買取制度ガイドブック」（経済産業省資源エネルギー庁） 
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参考資料６（４） 

固定価格買取制度（平成 24 年７月開始）の概要（つづき） 

 
資料：「再生可能エネルギー固定価格買取制度ガイドブック」（経済産業省資源エネルギー庁） 
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参考資料６（５） 

固定価格買取制度（平成 24 年７月開始）の概要（つづき） 

 

資料：「再生可能エネルギー固定価格買取制度ガイドブック」（経済産業省資源エネルギー庁） 
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参考資料６（６） 

固定価格買取制度（平成 24 年７月開始）の概要（つづき） 

 
資料：「再生可能エネルギー固定価格買取制度ガイドブック」（経済産業省資源エネルギー庁） 
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参考資料６（７） 

固定価格買取制度（平成 24 年７月開始）の概要（つづき） 

 
資料：「再生可能エネルギー固定価格買取制度ガイドブック」（経済産業省資源エネルギー庁） 

  



- 参考 14 - 

参考資料７（１） 

エネルギー基本計画（平成 26 年４月閣議決定） 

 

p.19-20 

 

 

 

 
 

 
資料：「エネルギー基本計画」（平成 26 年４月） 

   http://www.enecho.meti.go.jp/category/others/basic_plan/pdf/140411.pdf 
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参考資料７（２） 

エネルギー基本計画（平成 26 年４月閣議決定）（つづき） 

 

p.37-38 

 

 

 

 

p.38 

 
 
資料：「エネルギー基本計画」（平成 26 年４月） 

   http://www.enecho.meti.go.jp/category/others/basic_plan/pdf/140411.pdf 
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参考資料８ 

2020 年の電源構成の見通し 

 

 
 
資料：「長期エネルギー需給見通し（再計算）」（平成 21 年８月、総合資源エネルギー調査会需給部会） 

   http://www.meti.go.jp/report/downloadfiles/g90902a01j.pdf 
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参考資料９ 

2030 年の電源構成の見通し 

 

 
 
資料：「2030 年のエネルギー需給の姿（平成 26 年６月８日 総合資源エネルギー調査会総合部会（第２回会

合）・基本計画委員会（第４回会合）合同会合 配布資料 1-3）」（平成 22 年６月、資源エネルギー庁） 

   http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihon_mondai/001_s01_03.pdf 
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参考資料１０ 

電源別発電電力量構成比（2012 年度） 

 

 
 
資料：「2012 年度の電源別発電電力量構成比」（平成 25 年５月、電気事業連合会） 
   http://www.fepc.or.jp/about_us/pr/sonota/__icsFiles/afieldfile/2013/05/17/kouseihi_2012.pdf 
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参考資料１１ 

2020 年の太陽光発電の導入見込み（※2012 年値から直線的に増加すると仮定） 

 

 
 

 
 
資料：「最新の太陽光発電市場の動向及び前回のご指摘事項について（平成 26 年２月 17 日 調達価格等算定委

員会（第 13 回） 配布資料２」（平成 26 年２月、資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部）
   http://www.meti.go.jp/committee/chotatsu_kakaku/pdf/013_02_00.pdf 
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参考資料１２（１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「国立・国定公園内における地熱開発の取扱いについて」（環境省ホームページ） 

   http://www.env.go.jp/press/file_view.php?serial=19556&hou_id=15019 
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参考資料１２（２） 

 

 

 

 

 

資料：「国立・国定公園内における地熱開発の取扱いについて」（環境省ホームページ） 

   http://www.env.go.jp/press/file_view.php?serial=19556&hou_id=15019 
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参考資料１２（３） 

 

 

 

 

資料：「国立・国定公園内における地熱開発の取扱いについて」（環境省ホームページ） 

   http://www.env.go.jp/press/file_view.php?serial=19556&hou_id=15019 
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参考資料１２（４） 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「国立・国定公園内における地熱開発の取扱いについて」（環境省ホームページ） 

   http://www.env.go.jp/press/file_view.php?serial=19556&hou_id=15019 

  


